
第150回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（2015年４月１日から2016年３月31日まで）

スズキ株式会社

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び定款第16条の規定に
基 づ き、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ア ド レ ス
http://www.suzuki.co.jp/ir/index.html）に掲載することにより株主の皆
様に提供しております。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年06月09日 13時35分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(1) 連結の範囲に関する事項

　 ① 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 136社

主要な連結子会社の名称

国 内……… 株式会社スズキ自販近畿

株式会社スズキ部品製造
海 外……… スズキ ドイツ社

マジャール スズキ社

マルチ スズキ インディア社

スズキ インドモービル モーター社

パック スズキ モーター社

スズキ モーター タイランド社
　 ② 連結の範囲の変更

増加 ４社

　 減少 １社

③ 非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称……鈴木自動車工業株式会社

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類

に重要な影響を及ぼしていないためです。

　(2) 持分法の適用に関する事項

　 ① 持分法を適用した関連会社の数及び主要な持分法適用関連会社の名称

持分法を適用した関連会社の数 33社

主要な持分法適用関連会社の名称……………重慶長安鈴木汽車有限公司

② 持分法の適用の範囲の変更

減少 ２社
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　 ③ 持分法を適用しない非連結子会社の名称等

持分法を適用しない非連結子会社の名称……鈴木自動車工業株式会社

持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても

連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ためです。

　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　 ① 連結子会社のうち23社は決算日が12月31日ですが、マジャール スズキ社他21

社については、３月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類で連結して

います。連結子会社の決算日である12月31日現在の計算書類で連結している

会社は、１社となります。

　 ② その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しています。

　(4) 会計方針に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ) 有価証券

その他有価証券 ………時価のあるもの：

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は主として移動平均法により

算定しています。）

時価のないもの：移動平均法による原価法

(ロ) デリバティブ取引………時価法

(ハ) たな卸資産 ………主として総平均法による原価法（連結貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）
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　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ) 有形固定資産（リース資産を除く）

………主として定率法

(ロ) 無形固定資産（リース資産を除く）

………定額法
(ハ) リ ー ス 資 産

所有権移転ファイナンス・リース

………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法を採用しています。

所有権移転外ファイナンス・リース

………リース期間を耐用年数とした定額法を採用し

ています。残存価額は、リース契約上の残価

保証の取決めがあるものは当該残価保証額と

し、それ以外のものは零としています。

③ 繰延資産の処理方法………支出時の費用として処理しています。

④ 重要な引当金の計上基準

(イ) 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しています。

(ロ) 投 資 損 失 引 当 金……時価のない有価証券及び出資金の損失に備え

て、帳簿価額と実質価額との差額を計上してい

ます。

(ハ) 製 品 保 証 引 当 金……販売した製品のアフターサービスに対する費用

の支出に備えるため、原則として保証書の約款

に従い過去の実績を基礎にして計上していま

す。
(ニ) 役 員 賞 与 引 当 金……役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基

づき計上しています。
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(ホ) 役員退職慰労引当金……当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金規則に基づき、期末要支給

額を計上していましたが、2006年６月29日の定

時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制

度を廃止し、当該定時株主総会において、重任

する役員については、それまでの在任年数に基

づき、退任時に役員退職慰労金を支給すること

を決議しました。当連結会計年度末はその支給

見込額を計上しています。

また、一部の連結子会社において、役員の退職

慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規

則に基づき、期末要支給額を計上しています。

(ヘ) 災 害 対 策 引 当 金……東海地震・東南海地震での津波被害が想定され

る静岡県磐田市竜洋地区拠点の再配置等に伴い

発生することが見込まれる損失に備えるため、

合理的に見積られる金額を計上しています。

(ト) 製造物賠償責任引当金……北米向け輸出製品に対して、「製造物賠償責任

保険」（ＰＬ保険）で補填されない損害賠償金

の支払いに備えるため、過去の実績を基礎に会

社負担見込額を算出し計上しています。

(チ) リサイクル引当金……当社製品のリサイクル費用に備えるため、販売

実績に基づいてリサイクル費用見込額を計上し

ています。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法

(イ) 退職給付見込額の期間帰属方法

……退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっていま

す。
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(ロ) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

……過去勤務費用については、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により費用処理しています。

数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

しています。

　 ⑥ 重要な収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

……リース料の回収期限到来時に売上高と売上原価

を計上する方法によっています。

　 ⑦ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

……外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しています。なお、在外連結子会社等の

資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定及び非支配株主持分

に含めて計上しています。

⑧ 重要なヘッジ会計の方法……主として繰延ヘッジ処理を採用しています。

為替予約取引については、振当処理の要件を満

たしているものは振当処理を採用しています。

金利スワップ取引については、特例処理の要件

を満たしているものは特例処理を採用していま

す。

金利通貨スワップ取引については、一体処理

（特例処理・振当処理）の要件を満たしている

ものは一体処理を採用しています。

⑨ のれんの償却方法及び償却期間

……のれんの償却については、５年間の均等償却を

行っています。
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　⑩ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

(イ) 消費税等の処理方法……税抜方式で処理しています。

(ロ) 連結納税制度の適用……連結納税制度を適用しています。

　

（追加情報）

　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法

等の一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が2016年３月29日に国会

で成立したことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算（ただし、2016年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効

税率は、前連結会計年度において、回収又は支払いが見込まれる期間が2015年

４月１日から2016年３月31日までのものは32.34％、2016年４月１日以降のもの

については31.56％を適用しておりましたが、回収又は支払いが見込まれる期間

が2016年４月１日から2018年３月31日までのものは30.21％、2018年４月１日以

降のものについては29.99％にそれぞれ変更されています。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した

金額）は5,650百万円減少し、法人税等調整額が6,882百万円、その他有価証券

評価差額金が1,435百万円、繰延ヘッジ損益が1百万円それぞれ増加し、退職給

付に係る調整累計額が204百万円減少しています。
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２．会計方針の変更に関する注記

　 企業結合に関する会計基準等の適用

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以

下「企業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会

計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事

業分離等会計基準」という。）等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続し

ている場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計

上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更しました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合に

ついては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しが企業結

合年度の翌年度に行われた場合には、当該見直しが行われた年度の期首残高に

対する影響額を区分表示するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載

する方法に変更します。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っています。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、

連結会計基準第44－５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定

める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわた

って適用しています。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微です。
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３.会計上の見積りの変更に関する注記

（製品保証引当金）

当連結会計年度において、将来のアフターサービスに対する費用の支出につ

いて、より精緻な見積りができるようになったため、見積りの変更を行いまし

た。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微です。

　
（災害対策引当金）

当連結会計年度において、再配置等の移転計画に変更があったこと等により、

見積りの変更を行いました。

これにより、従来の方法と比べて、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益がそれぞれ5,359百万円増加しています。

　
（リサイクル引当金）

当連結会計年度において、リサイクル引当金に係る、二輪車のリサイクル費

用見込額を見積ったところ、金額に重要性が乏しく、また、リサイクル制度の

利用実績が少ないため、当該費用の引当金を取り崩しています。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微です。
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４．連結貸借対照表に関する注記

　(1) 担保資産及び担保付債務

　 ① 担保に供している資産

建 物 及 び 構 築 物 594百万円

土 地 97百万円

計 691百万円
　 ② 担保付債務

その他の固定負債 372百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,659,584百万円

　(3) 保証債務

　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入等に対し、保証を行っています。

1,427百万円

(4) 効率的な資金調達を行うため、取引銀行６行とコミットメントライン契約を締

結しています。当連結会計年度末におけるコミットメントライン契約に係る借

入未実行残高は、次のとおりです。

コミットメントライン契約の総額 250,000百万円

借入実行残高 　 －

差引額 250,000百万円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普 通 株 式 561,047,304 ― 70,047,304 491,000,000
　

（注) 普通株式の当連結会計年度の減少70,047,304株は、2016年３月７日開催の取締役会において、
会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議し、2016年３月31日に実施し
たものです。

　(2) 配当に関する事項

　 ① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2015年６月26日
定時株主総会

普通株式 9,537百万円 17円00銭
2015年
３月31日

2015年
６月29日

2015年11月４日
取締役会

普通株式 6,618百万円 15円00銭
2015年
９月30日

2015年
　11月30日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

2016年６月29日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に

関する事項を次のとおり提案しています。

(イ) 配当金の総額 7,501百万円

(ロ) １株当たり配当額 17円00銭

(ハ) 基準日 2016年３月31日

(ニ) 効力発生日 2016年６月30日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しています。
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６．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金及び有価証券等により行

い、資金調達については銀行等金融機関からの借入及び社債の発行により行っ

ています。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程に沿ってリス

ク低減を図っています。また、外貨建ての営業債権に係る為替変動リスクは、

原則として為替予約を利用してヘッジしています。投資有価証券は主として株

式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。

借入金の使途は、運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であり、

一部の長期借入金に係る金利変動リスク及び為替変動リスクに対しては、金利

スワップ取引又は金利通貨スワップ取引をヘッジ手段として利用しています。

なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしていま

す。

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

2016年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計

上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

資産

① 現金及び預金 497,187 497,187 ―

② 受取手形及び売掛金 335,343 337,385 2,041

③ 有価証券及び投資有価証券

　 その他有価証券 488,274 488,274 ―

　 関連会社株式 588 1,024 436

負債

① 買掛金 402,624 402,624 ―

② 短期借入金 201,507 201,507 ―

③ 1年内返済予定の長期借入金 64,982 64,924 58

④ 未払費用 183,695 183,695 ―

⑤ 長期借入金 262,797 260,818 1,979

デリバティブ取引（※） 2,076 2,076 ―

(※) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、正味の債務とな
る項目については、（ ）で示しています。

― 11 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年06月09日 13時35分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



(注) 1．金融商品の時価の算定方法
資産
① 現金及び預金

預金の時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
② 受取手形及び売掛金

販売金融債権の時価については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、新規契約を行
った際に想定される利率で割り引いて算出する方法によっています。
販売金融債権以外については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっています。
③ 有価証券及び投資有価証券

株式の時価は取引所の価格によっており、譲渡性預金その他の有価証券は短期間で決済
されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

負債
① 買掛金、② 短期借入金、及び④ 未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっています。

③ 1年内返済予定の長期借入金、及び⑤ 長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっています。
デリバティブ取引

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しています。
2．関連会社株式以外の非上場株式（連結貸借対照表計上額17,882百万円）、非上場の関連会社

株式（連結貸借対照表計上額17,188百万円）及びその他（連結貸借対照表計上額210百万円）
は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握
することが極めて困難と認められるため、「③ 有価証券及び投資有価証券」には含めていま
せん。

７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,170円73銭

１株当たり当期純利益金額 234円98銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 234円92銭
　

(注） 個別注記表「５．株主資本等変動計算書に関する注記」に記載のとおり、2015年９月17
日にフォルクスワーゲンＡＧが保有する当社株式の買戻し取引により、自己株式
119,787,000株を取得価額460,281百万円で取得しました。
この結果、１株当たり純資産額算定上の基礎となる純資産額が460,281百万円減少し、１
株当たり純資産額が356円98銭減少しました。また、１株当たり当期純利益金額及び潜在
株式調整後１株当たり当期純利益金額算定上の基礎となる期中平均株式数が64,500,693
株減少し、１株当たり当期純利益金額が27円02銭、潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額が27円それぞれ増加しています。
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８．重要な後発事象に関する注記

当社は、2016年３月７日開催の取締役会において、2021年満期ユーロ円建取得

条項（交付株数上限型）付転換社債型新株予約権付社債及び2023年満期ユーロ円

建取得条項（交付株数上限型）付転換社債型新株予約権付社債の発行を決議し、

2016年４月１日に払い込みが完了しています。その概要は次のとおりです。

　

(1)社債の名称 スズキ株式会社2021年満期
ユーロ円建取得条項（交付
株数上限型）付転換社債型
新株予約権付社債

スズキ株式会社2023年満期
ユーロ円建取得条項（交付
株数上限型）付転換社債型
新株予約権付社債

(2)発行総額 1,000億円及び代替新株予
約権付社債券に係る本社債
額面金額合計額の合計額

同左

(3)発行価額（払込金額） 本社債額面金額の100.5％ 本社債額面金額の100.0％

(4)発行価格（募集価格） 本社債額面金額の103.0％ 本社債額面金額の102.5％

(5)利率 利息は付さない 同左

(6)社債の払込期日及び
　 発行日

2016年４月１日 同左

(7)償還金額 本社債額面金額の100％ 同左

(8)償還期限
　 繰上償還及び買入消却

2021年３月31日に本社債
額面金額の100％で償還す
る。
発行要領に一定の場合に繰
り上げ償還及び買入消却の
定めがある。

2023年３月31日に本社債
額面金額の100％で償還す
る。

同左

(9)新株予約権に関する
事項

①目的となる株式の
種類

当社普通株式 同左

②総数 10,000個及び代替新株予約
権付社債券に係る本社債額
面金額合計額を10,000,000
円で除した個数の合計数

同左

③転換価額 4,120.0円 同左
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④行使期間
同付帯条項

2016年４月15日から2021年
３月17日まで
【自動行使型取得条項
(交付株数上限型)】
2020年12月31日迄に行使
請求
【一括型取得条項
　(交付株数上限型)】
2020年３月31日以降2020
年12月16日迄に事前通知
【転換制限条項(130%)】
2020年12月31日迄

2016年４月15日から2023年
３月17日まで
【同左】

2022年12月31日迄に行使
請求
【同左】

2022年３月31日以降2022
年12月16日迄に事前通知
【同左】
2022年12月31日迄

⑤行使に際して出資
される財産の内容

　及びその価額

各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に
係る本社債を出資するものとし、本新株予約権１個の行
使に際して出資される財産の価額は、各本社債の額面金
額と同額とする。

⑥行使により株式を
　発行する場合にお
　ける増加する資本
　金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において
増加する資本金の額は、会社計算規則第17条に従い算出
される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算
の結果1円未満の端数が生じたときは、その端数を切り
上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金
等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とす
る。

(10)担保又は保証の有無 担保又は保証を付さない。

(11)資金の使途 中期経営計画の加速化並びに当社グループの競争力強化
のための戦略投資に充当する予定。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式 …………… 移動平均法による原価法

その他有価証券…………時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定していま

す。）

時価のないもの：移動平均法による原価法

② デリバティブ取引 ………………………………時価法

③ たな卸資産 …………………………………… 主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの

方法）

　(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）…………定率法

② 無形固定資産（リース資産を除く）…………定額法

③ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース…………自己所有の固定資産に適用する

減価償却方法と同一の方法を採

用しています。

所有権移転外ファイナンス・リース…………リース期間を耐用年数とした定

額法を採用しています。残存価

額は、リース契約上の残価保証

の取決めがあるものは当該残価

保証額とし、それ以外のものは

零としています。

(3) 繰延資産の処理方法…………支出時の費用として処理しています。
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　(4) 引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しています。

② 投 資 損 失 引 当 金………時価のない有価証券及び出資金の損失に備えて、

帳簿価額と実質価額との差額を計上しています。

③ 製 品 保 証 引 当 金………販売した製品のアフターサービスに対する費用の

支出に備えるため、原則として保証書の約款に従

い過去の実績を基礎にして計上しています。

④ 役 員 賞 与 引 当 金………役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しています。

⑤ 退 職 給 付 引 当 金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しています。

(イ)退職給付見込額の期間帰属方法

………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっています。

(ロ)数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

………過去勤務費用については、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による

定額法により費用処理しています。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しています。

⑥ 役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職

慰労金規則に基づき、期末要支給額を計上してい

ましたが、2006年６月29日の定時株主総会終結の

時をもって役員退職慰労金制度を廃止し、当該定

時株主総会において、重任する役員については、

それまでの在任年数に基づき、退任時に役員退職

慰労金を支給することを決議しました。当事業年

度末はその支給見込額を計上しています。
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⑦ 災 害 対 策 引 当 金………東海地震・東南海地震での津波被害が想定される

静岡県磐田市竜洋地区拠点の再配置等に伴い発生

することが見込まれる損失に備えるため、合理的

に見積られる金額を計上しています。

⑧ 製造物賠償責任引当金………北米向け輸出製品に対して、「製造物賠償責任保

険」（ＰＬ保険）で補填されない損害賠償金の支払

いに備えるため、過去の実績を基礎に会社負担見

込額を算出し計上しています。

⑨ リサイクル引当金………当社製品のリサイクル費用に備えるため、販売実

績に基づいてリサイクル費用見込額を計上してい

ます。

　(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

………外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ています。

(6) ヘッジ会計の方法……………主として繰延ヘッジ処理を採用しています。

為替予約取引については、振当処理の要件を満た

しているものは振当処理を採用しています。

金利スワップ取引については、特例処理の要件を

満たしているものは特例処理を採用しています。

金利通貨スワップ取引については、一体処理（特

例処理・振当処理）の要件を満たしているものは

一体処理を採用しています。

(7) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の処理方法………税抜方式で処理しています。

② 連結納税制度の適用………連結納税制度を適用しています。
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２.会計上の見積りの変更に関する注記

（製品保証引当金）

当事業年度において、将来のアフターサービスに対する費用の支出について、

より精緻な見積りができるようになったため、見積りの変更を行いました。

　なお、当事業年度において、計算書類に与える影響は軽微です。

　
（災害対策引当金）

当事業年度において、再配置等の移転計画に変更があったこと等により、見

積りの変更を行いました。

これにより、従来の方法と比べて、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益がそれぞれ5,359百万円増加しています。

　
（リサイクル引当金）

当事業年度において、リサイクル引当金に係る、二輪車のリサイクル費用見

込額を見積ったところ、金額に重要性が乏しく、また、リサイクル制度の利用

実績が少ないため、当該費用の引当金を取り崩しています。

　なお、当事業年度において、計算書類に与える影響は軽微です。
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３．貸借対照表に関する注記

　(1) 担保資産及び担保付債務

　 ① 担保に供している資産

建 物 210百万円

土 地 97百万円

計 307百万円

　 ② 担保付債務

その他の固定負債 165百万円

　(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 144,640百万円

短期金銭債務 140,049百万円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 833,685百万円

　(4) 保証債務

　他の会社の金融機関からの借入に対し、保証を行っています。

スズキ ファイナンス インドネシア社 5,800百万円

マルチ スズキ インディア社 1,566百万円

その他 189百万円

　 計 7,556百万円

(5) 効率的な資金調達を行うため、取引銀行６行とコミットメントライン契約を締

結しています。当事業年度末におけるコミットメントライン契約に係る借入未

実行残高は、次のとおりです。

コミットメントライン契約の総額 250,000百万円

借入実行残高 　 －

差引額 250,000百万円
　

４．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

売 上 高 1,137,851百万円

仕 入 高 387,793百万円

その他の営業取引高 130,579百万円

営業取引以外の取引高 20,834百万円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当期首株式数(株) 当期増加株式数(株) 当期減少株式数(株) 当期末株式数(株)

普 通 株 式 7,248 119,829,893 70,088,820 49,748,321

（注）1. 普通株式の自己株式の株式数の増加119,829,893株は、2015年９月17日に行ったフォルクス
ワーゲンＡＧが保有する当社株式の買戻しを目的とする自己株式の取得119,787,000株（詳
細は(2)参照）、その他取締役会決議による自己株式の取得41,500株及び単元未満株式の買
取り1,393株によるものです。

2. 普通株式の自己株式の株式数の減少70,088,820株は、2016年３月７日開催の取締役会にお
いて、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議し、2016年３月31日
に行った自己株式の消却70,047,304株、ストックオプションの行使41,500株及び単元未満
株式の売渡し16株によるものです。

　

　(2) 自己株式の取得に関する事項

当社は、2015年８月29日に受領した国際商業会議所国際仲裁裁判所の仲裁

判断に基づいて、2015年９月17日にフォルクスワーゲンＡＧが保有する当社

株式111,610千株の買戻しを目的とする自己株式立会外買付取引(ToSTNeT-3）

により、自己株式119,787千株を取得しました。

　 (自己株式の取得)

取得した株式 当社普通株式

取得した株式の総数 119,787,000株

取得価額 460,281百万円

取得日 2015年９月17日（約定ベース）

　

参考情報

2015年９月25日に当社が保有するフォルクスワーゲンＡＧの普通株式の全

部4,397千株をフォルクスワーゲンＡＧの意向に沿って売却しました。

　 (フォルクスワーゲンＡＧ普通株式の売却)

売却した株式 フォルクスワーゲンＡＧ 普通株式

売却した株式の総数 4,397,000株（当社保有の全株）

売却先 ポルシェ・オートモービル・ホールディングＳＥ

投資有価証券売却益 36,691百万円

契約締結日 2015年９月25日
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６．税効果会計に関する注記

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 (繰延税金資産)

　減損損失及び減価償却超過額 37,113百万円

　諸 引 当 金 26,982百万円

　有 価 証 券 評 価 損 25,017百万円

　そ の 他 87,213百万円

　 繰 延 税 金 資 産 小 計 176,327百万円

　評 価 性 引 当 額 △42,842百万円

　 繰 延 税 金 資 産 合 計 133,484百万円

　 (繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額金 △27,397百万円

　そ の 他 △3,365百万円

　 繰 延 税 金 負 債 合 計 △30,762百万円

繰延税金資産の純額 102,722百万円
　

(2)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税

法等の一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が2016年３月29日に

国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算（ただし、2016年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効

税率は、前事業年度において、回収又は支払いが見込まれる期間が2015年４月

１日から2016年３月31日までのものは32.34％、2016年４月１日以降のものに

ついては31.56％を適用しておりましたが、回収又は支払いが見込まれる期間

が2016年４月１日から2018年３月31日までのものは30.21％、2018年４月１日

以降のものについては29.99％にそれぞれ変更されています。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した

金額）は4,598百万円減少し、法人税等調整額が6,034百万円、その他有価証券

評価差額金が1,434百万円、繰延ヘッジ損益が1百万円それぞれ増加していま

す。
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７．関連当事者との取引に関する注記

(1)子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称

議決権等の

関連当事者との関係
取引の
内 容
（注1）

取引金額
(百万円)
（注2）

科目
期末残高

(百万円)
所有 (被所

有)割合(％)

子会社

スズキ

ファイナンス

株式会社

所有

直接95.9

当社製品の販売に関

わる金融業務

資金援助

役員の兼任

債権の回収 29,551
その他の

流動資産
27,965

子会社
マジャール

スズキ社

所有

直接97.5

当社製品の製造、販

売
製品の仕入 225,833 買掛金 9,704

子会社

スズキ イン

ドモー ビ ル

モーター社

所有

直接94.9

当社製品の製造、販

売

資金援助

役員の兼任

― ―

関係会社

長期

貸付金

21,268

(注1) 取引条件は、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件を勘案して決定しています。
(注2) スズキファイナンス株式会社の取引金額は、消費税等を含んだ債権金額ですが、その他の取

引金額には、消費税等を含んでいません。

(2)役員及び個人主要株主等

種類 氏名
議決権等の
所有 (被所
有)割合(％)

関連当事者との関係
取引の
内 容
（注1）

取引金額
(百万円)
（注2）

科目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親者

鈴木 修

(被所有)
0.1

当社代表取締役会長
公益財団法人スズキ
財団理事長

寄 付 100 ― ―

(被所有)
0.1

当社代表取締役会長
公益財団法人スズキ
教育文化財団理事長

寄 付 100 ― ―

(注1) 公益財団法人スズキ財団及び公益財団法人スズキ教育文化財団との取引は、第三者のための
取引です。

(注2) 取引金額には消費税等を含んでいません。
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８．１株当たり情報に関する注記

　１株当たり純資産額 1,025円52銭

　１株当たり当期純利益金額 158円28銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 158円25銭

(注） 「５．株主資本等変動計算書に関する注記」に記載のとおり、2015年９月17日にフォル
クスワーゲンＡＧが保有する当社株式の買戻し取引により、自己株式119,787,000株を取
得価額460,281百万円で取得しました。
この結果、１株当たり純資産額算定上の基礎となる純資産額が460,281百万円減少し、１
株当たり純資産額が601円45銭減少しました。また、１株当たり当期純利益金額及び潜在
株式調整後１株当たり当期純利益金額算定上の基礎となる期中平均株式数が64,500,693
株減少し、１株当たり当期純利益金額が18円19銭、潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額が18円19銭それぞれ増加しています。

　

９．重要な後発事象に関する注記

連結注記表「８. 重要な後発事象に関する注記」をご参照ください。
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